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【資　料】

高齢者の災害時支援に関する文献学的考察 
～高齢者に対する災害支援の現状および対策～

吉水　清

Literature Consideration on Disaster Assistance of the Elderly 
~ Current situation and countermeasures for disaster support for the elderly ~

 YOSHIMIZU  Kiyoshi 

要旨

　今後の災害に備えて、高齢者に対する課題を明確にし、対策を講じることを目的とする。この研究に

より過去の災害事例から認知症を有する者を含む高齢者に対する課題を抽出し、対策を導く一助とする。

22の文献から課題として、災害に対する認識、災害に備えた環境、認知症の症状、災害時の行動、生体

の反応、災害時のニーズおよび災害時の支援の７項目を抽出した。これらの現状を踏まえ、実際に災害が

発生した時の対応に十分な対策を講じることが求められる。

キーワード： 高齢者、災害、認知症、elderly、disaster、dementia 

１．序文
　私達の暮らしの中で常に起こり得る災害、自然災害をはじめとする多様な災害が日本においても多発し

ている。これらの災害は、災害の規模および災害の種類によって、人々に避難が強いられる。災害時に支

援を必要とする避難行動要支援者（災害時要援護者）は、子ども、女性（妊産婦含む）、高齢者、医療を

必要とする者、貧困者および外国人を対象として、地域で把握が進んでいる1）。実際に発生した災害の被

災者として、多くが高齢者という結果が示されている。その中で高齢者、特に認知症を有する高齢者の対

応に、様々な課題が提示されている2）。現在、高齢化率28.9％（令和３年）の日本において、認知症を有

する人々が602万人（令和２年）を超えている3）。地域では災害時の対策として、避難行動要支援者リス

トを作成し、高齢者を含む支援を要する人々の災害に備えた体制づくりに取り組んでいる。しかし、実際

に避難を必要としたときの受け入れを行う福祉避難所などの避難施設は受け入れ体制および対応を含め、

課題は多い4）。地域では、実際に災害が発生した時の対応に十分な対策が講じられているとは言い難い。

そこで、今後の災害に備えて、これらの高齢者に対する課題を明確にし、対策を講じることが求められる。

この研究により過去の災害事例から認知症を有する者を含む高齢者に対する課題を抽出し、対策を導く一

助とする。
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２．対象および方法
１）研究対象及び方法

　国内文献データベース医学中央雑誌webによって、「高齢者」、「災害」、「認知症」、「原著論文」の４つのキー

ワードにより検索された文献である。

２）倫理的配慮

　倫理的配慮として、著作権を侵害しないように引用は最低限に止め、また引用・参考文献情報を記載した。

３．結果
　「高齢者」、「災害」、「認知症」のキーワードで抽出された149件の論文から研究目的と異なるものを除

き22件の原著論文を本研究の対象とした。対象の論文22件は、1996年から2018年に執筆されていた。

1995年の阪神・淡路大震災以降、2011年の東日本大震災までに発表された論文が7件、東日本大震災以

降に発表された論文が15件であった。研究対象は、認知症を有する高齢者が10件および認知症を有しな

い高齢者が12件であった。

　調査対象は、認知症を含む高齢者を対象にした研究が16件、医療福祉専門職を対象とした研究が６件

であった。研究デザインは、量的研究が18件および質的研究が４件であった。認知症を含む高齢者を対

象とした７件の研究は、認知症を有する高齢者本人対象が４件（【認知症】）、認知症高齢者の介護者対象

が３件（【介護者・認知症】）であった。認知症を有しない介護者対象が７件（【介護者】）であった。医療

福祉施設を対象とした６件（【医療福祉】）の研究は、すべて医療福祉専門職スタッフを対象とした調査で

あった。表１．に抽出された22件の文献概要を示した。表中の対象欄に調査対象の種別（【認知症】、【介

護者・認知症】、【介護者】、【医療福祉】）を付記した。また、表２．に災害支援における高齢者の課題に

ついて項目を示した。 

表１．原著論文22件（*文献番号）

番号 著　者 目　的 対　象 方　法 結　果

1

*20）

生田ら
（2018）

災害による高齢
者 の 身 体 活 動
を継続的に調査
し、季節変動か
ら環境適応を考
察する。

被災公営住宅
に居住する65
歳以上の自立
生活に支障の
ない高齢者12
名

自記式生活行動
記録と活動量に
よる計測を冬季、
春季、夏季の順
に実施した。

自宅内生活活動の消費エネルギー量
は冬季、春季、夏季の順で低く、自
宅外歩行では夏季、春季、冬季の順
で低かった。冬季、夏季の活動が低
下することがわかった。

2

*21）

岩垣ら
（2017）

原発事故により
避難している高
齢者のソーシャ
ル・キャピタル
とメンタルヘル
スの関連を明ら
かにする。

A県からB県に
避難している
高齢者229名

郵送による自記
式質問紙調査を
行い、個人レベ
ルでのソーシャ
ル・キャピタル
とストレスとの
関係を分析した。

近隣住民との信頼、助け合い意識な
どの認知的指標と近隣であいさつを
交わす人数、趣味・娯楽活動への参
加頻度などの構造的指標が低いほど
高いストレス状態にあることがわ
かった。

3

*24）

廣部ら
（2017）

深部静脈血栓症
検出率を避難所
ご と に 比 較 し、
危険因子を検討
する。

A県、B県 に 設
置された避難
所で生活する
1,709名

２か月と２週の
間に全例に下肢
静脈エコー検査
を実施した。

浸水地域の避難所は非浸水地域の避
難所と比較して深部静脈血栓症検出
率が有意に高地であった。
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番号 著　者 目　的 対　象 方　法 結　果

4

*5）

赤沼ら
（2016）

軽度認知機能障
害をもつ高齢者
の社会的認知と
リスク判断につ
いて検討する。

被災したA県B
町に住む臨床
認知症評点を
含む認知検査
を 受 け た188
名【認知症】

震災に関する映
像情報を提供し、
視覚的リスク認
知作業を分析し
た。

軽度認知機能障害を有する高齢者お
よび機能障害を有しない高齢者とも
に震災に関する情報を完全に理解し
ていなかった。一部の被験者は危険
性を認識せず、危険行動を起こすこ
とがわかった。

5

*6）

京田ら
（2016）

地域に住む高齢
者の災害への備
えの実態と避難
行動の認識に影
響する要因を明
らかにする。

A県B市で開催
される健康教
室 の 参 加 者、
地域包括支援
センターおよ
び地域サロン
を利用してい
る地域居住者
62名

日常生活動作能
力、健康管理状
況、 防 災 意 識、
防災行動、避難
行動の認識につ
いて、自記式質
問紙による聞き
取り調査を行っ
た。

避難行動の認識は災害情報の収集の
有無が影響していた。自宅に居たい
と認識したものは、避難生活を行う
ための備えが不十分で、防災意識が
低いことがわかった。

6

*7）

山本ら
（2016）

地域に住む高齢
者における自然
災害時の支援の
必要性に関する
認識の実態と影
響因子を明らか
にする。

A県B市で開催
される健康教
室 の 参 加 者、
地域包括支援
センターおよ
び地域サロン
を利用してい
る地域居住者
63名

支援の必要性に
関する認識と日
常生活動作能力、
健 康 管 理 状 況、
防 災 意 識、 防
災行動との関連
性を半構成的質
問紙調査により
行った。

支援の必要性を認識していたもの
は、居住年数が長く、飲食料を備蓄
していないものが多かった。支援が
必要性でないと認識していたもの
は、避難に要する時間がイメージで
きないものが多かった。

7

*8）

京田ら
（2016）

災害時の避難指
示に対する避難
行動の意向と影
響要因を明らか
にして、介護の
有無が意向に及
ぼす影響につい
て分析する。

介護保険サー
ビスを利用し
て い る24人、
利用していな
い61人、計85
人【介護者】

避難行動の意向、
防災意識、防災
行動に関して聞
き取りによる質
問紙調査を行っ
た。

介護保険サービスの利用者が利用を
していないものより、自宅に居たい
という意向が多く、地域の防災訓練
への参加の割合が低かった。

8

*12）

野呂ら
（2016）

高齢者の生活環
境の実態と課題
について、災害
を経験した支援
者の語りの分析
から検討する。

被災したA県B
地域の高齢者
を支援する医
療福祉専門職7
名【介護者】【医
療福祉】

災害が住民の健
康や生活に及ぼ
した影響につい
て半構成面接を
行い、質的デー
タ分析を行った。

高齢者が生活を継続するには自立が
必要であり、火の始末ができること、
認知機能の低下がないこと、自宅が
再建できる経済力が重要であること
がわかった。

9

*10）

京田ら
（2015）

高齢者介護世帯
において災害の
備えの実態と避
難行動をどう考
えているのかを
明らかにする。

A県B市の３か
所の介護通所
サービス施設
を利用してい
る高齢者介護
39世帯【介護
者】

質問紙を用いて、
災害の備え、自
宅が一部被災し
た時どこで過ご
したいか、災害
に対する危機感・
関心について調
査した。

避難行動に認識で関連がみられたの
は避難生活のイメージと居住地域で
起こりやすい災害の認知であった。
自宅生活を希望したものは避難生活
のイメージがなく、起こりやすい災
害を知らないことがわかった。

10

*15）

澤岡ら
（2015）

都市高齢者の非
常時と日常にお
ける近隣との支
え あ い へ の 意
識、近隣の関わ
り方との関連を
明らかにする。

A県B市に居住
する65歳以上
の 市 民1,477
名

近隣との関わり
方について、郵
送法による自記
式質問紙調査を
行った。

関わる近隣の他者のいない人は男性
が多く、町内会、自治会活動に年数
回程度の参加でも近隣との支えあい
意識を高めていることがわかった。
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番号 著　者 目　的 対　象 方　法 結　果

11

*13）

矢吹ら
（2014）

災害時の避難所
における在宅認
知症と介護者支
援の在り方を検
討する。

A県、B県 お よ
びC県で津波被
害があった介
護保険事業所
から回収した
514件【 介 護
者・認知症】

避難所において
支援にあった介
護保険事業所職
員等を対象とし
た質問紙調査

避難直後からの認知症者および介護
者の理解への働きかけと支援の備え
の重要性がわかった。

12

*17）

高橋ら
（2014）

高齢認知症患者
の 身 体 活 動 の
変化を明らかに
し、震災後の病
状変化の要因お
よび取るべき対
応に関して考察
する。

被 災 後、 仮 設
診療所で認知
症と診断され
た 患 者106名

【認知症】【医
療福祉】

日常生活動作レ
ベ ル はBarthel 
Indexを用い、震
災直後に震災前
の状況を介護者
か ら 問 診 し、1
年後と2.5年後の
追跡調査により
検討した。

日常生活動作レベルBarthel Indexは
経時的に低下することがわかった。
震災後1年目では一部に悪化傾向、
2.5年後にはすべてにおいて悪化を
認めた。

13

*25）

菊地ら
（2014）

被災により仮設
住宅やみなし仮
設、親戚宅、自
費でアパートを
借りている高齢
者のニーズを明
らかにする。

被災A県、B県、
C県の地域包括
支援センター
153 か所

【介護者】

自記式質問紙調
査 票 を 郵 送 し、
高齢者が支援を
必要とする理由
からニーズを分
析した。

いずれの居住環境においても高齢者
は身体機能の低下、閉じこもり、認
知症など精神疾患の３つのニーズを
把握していることが多いとわかっ
た。

14

*26）

新沼ら
（2014）

被災後の介護家
族のケアニーズ
を抽出し、健康
セルフケアマネ
ジメント能力の
向 上 に つ な げ
る。

被 災 後、 自 宅
で家族の介護
に 従 事 し、 介
護家族のつど
いに参加した
41名【介護者】

フ ォ ー カ ス グ
ル ー プ イ ン タ
ビューを通して、
参加者同士の意
見を出し合いケ
アニーズを抽出
した。

介護家族は、介護面では認知症の方
との付き合い方、事故の健康面では
疲労、腰痛、筋力の低下、ストレス
への対処方法を習得したいという
ニーズを抱えていることがわかっ
た。

15

*14）

櫻井ら
（2013）

震災発生時の認
知症高齢者の日
常生活自立度と
反応の特徴を明
らかにする。

震災時、A県の
グループホー
ムに入所して
いた330人【認
知症】

郵送による自記
式質問紙調査

地震直後におびえていたのは日常生
活自立度が中等度の人が多く、６か
月後の状態が悪化した人が有意に多
かった。

16

*9）

北川ら
（2010）

災害時要支援者
が利用する介護
保険施設の被災
状況と施設の防
災意識をとらえ
る。

全国の介護老
人 福 祉 施 設、
介護老人保健
施 設2,139施
設 の 施 設 長、
消 防・ 防 災 管
理者【介護者】

【医療福祉】

防災・減災に関
する調査を質問
紙で郵送し、施
設の被災経験が
防災にどのよう
に生かされるか
分析した。

被災経験のある施設は被災の危惧が
強い傾向がみられた。施設の被災経
験は１割程度であった。過半数の施
設は利用者・家族に災害時の対処方
法を説明していないことがわかっ
た。

17

*18）

橋本ら
（2010）

避難誘導優先順
位や避難誘導の
検証を行い、避
難誘導マニュア
ルの見直しのた
めのガイドライ
ンを作成する。

285床 を 有 す
る認知症専門
病院A病院【認
知症】【医療福
祉】

モデル病棟と比
較した避難訓練
の状況から結果
を検討した。

移動手段を加味したプレトリアージ
の重要性、認知症特有の問題として、
危険認識の乏しさ、自室への回帰、
避難場所からの徘徊および脱出があ
る。職員研修による行動規範へのか
かわりが必要であることがわかっ
た。

18

*11）

北川ら
（2009）

高齢者の防災意
識と居住環境や
各地域に潜む潜
在的な山地災害
リスクのマッチ
ン グ を 検 証 す
る。

A県B市に居住
する65歳以上
の自立生活者
43名

自然災害に対す
る防災意識に関
する43項目の自
記式質問紙調査
を実施した。

高齢者は災害情報を気に掛ける習慣
があり、風水害や浸水への関心が高
い。高齢者の土砂災害への危険意識
は低いことが分かった。
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番号 著　者 目　的 対　象 方　法 結　果

19

*23）

角田ら
（2005）

在宅患者での地
震によるストレ
スによる血圧変
動への影響と認
知症への影響を
検討する。

A県B病院より
震災時に在宅
サービスを受
けていた25名

介護保険の認知
症判定基準より
認知症あり（Ⅰ）、
なし（Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、
M）の２群に分
けて検討した。

認知症なし群では収縮期血圧および
拡張期血圧ともに地震前より高く、
認知症あり群では血圧の上昇は見ら
れなかった。

20

*22）

後藤ら
（2002）

ノーマライゼー
ションの観点か
ら、災害時にお
け る 情 報 伝 達、
避難状況、避難
所での環境につ
いて明らかにす
る。

A県B町の診療
所に通院中の
避 難 住 民、 身
体 障 碍 者、 透
析 患 者179名

【医療福祉】

災害における身
障者の避難状況
について、調査
票 の 記 入 も し
くは聞き取りを
行った。

独居高齢者および身障者、避難情報、
避難経路、避難手段が個別に連絡さ
れた。しかし、避難所は段差を含め
た構造上の問題、トイレの不備が指
摘され病院・施設へ二次避難となっ
た。
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*16）

荒木ら
（1997）

震災による老人
福祉施設の被災
と対応状況を知
り、まちづくり
に向けての基礎
資料を得る。

A県 災 害 指 定
地域に所在す
る老人福祉施
設89施 設【 介
護者】【医療福
祉】

被災状況につい
て、施設管理者
へ郵送による自
記式質問紙調査
を行った。

施設の建物被害は比較的少なかっ
た。しかし、ライフラインの被害は
大きく、施設運営に大きな影響を与
えていた。施設は近隣被災者を多数
受け入れ、近隣住民への援助を行っ
ていた。
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*19）

植木ら
（1996）

震災後に変化し
た認知症症状を
明 ら か に す る。
また、どのよう
な臨床的特徴を
認めたかを検討
する。

A病 院 で １ 年
５か月間に認
知症と診断を
受けた患者30
名【 介 護 者・
認知症】

患者の同居家族
のうち主な介護
者に電話で聞き
取り調査を行っ
た。精神機能障
害評価表をもと
に数値化し、評
価した。

精神機能変化群では、認知機能障
害、動機づけ機能障害、感情機能障
害、総合評価において高い点数を示
した。認知症は自然災害による精神
的負荷の影響を強く受けることがわ
かった。

表２．災害時支援における高齢者の課題

課　題 具体的な内容

1．災害に対する認識（７件） 認知症高齢者の災害に対する認識および判断能力の低下、災害時の避難意識の不
足、災害時支援に対する必要性の認識不足、介護を必要とする高齢者および介護
支援者の災害時避難および支援に対する必要性の認識低下、高齢者施設スタッフ
の被災経験が及ぼす防災意識の高さ、土砂災害に対する認識不足について述べて
いる。

２．災害に備えた環境（５件） 高齢者の自立生活および火の始末が可能であること、加えて安定した経済状況が
求められること、高齢者を含む避難行動要支援者に対する避難所における支援体
制の確立、高齢者を含む地域住民に対する災害時の迅速な支援および定期的な訓
練の必要性、地域とのつながりを目的とした高齢者の交流の必要性および交流の
少ない男性の存在、避難所設置時の被災の影響を考慮した地理的立地条件が重要
であることについて述べていた。

３．認知症の症状（３件） 災害による日常生活動作を含む高齢者の機能的評価の悪化、避難訓練による症状
の確認およびプレトリアージの重要性、災害時の認知症症状の悪化および症状改
善の見込みについて述べていた。

４．災害時の行動（３件） 高齢者の避難生活における身体活動は冬期および夏季に低下し季節変動があるこ
と、地域における豊かなつながり（ソーシャル・キャピタル）は災害時における
メンタルヘルスの向上につながること、高齢者を含む避難行動要支援者に対する
避難体制の整備遅れが避難行動を混乱させていると述べていた。

５．生体の反応（２件） 高齢者に対する震災のストレスは血圧を上昇させること、津波による被害は深部
静脈血栓症（DVT）に関与していることを述べていた。

６．災害時のニーズ（１件） 高齢者の状況把握、早期支援および予防行動の必要性について述べていた。
７．.災害時の支援（１件） 介護家族に対するセルフケア支援におけるケアニーズの明確化およびセルフケア

意識向上の必要性について述べていた。
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 ４．考察
　1995年に発生した阪神・淡路大震災以降、研究による知見が次への教訓として受け継がれ、2011年の

東日本大震災以降、さらに研究が積み重ねられ、それらの知見からわれわれに取り組むべき課題を投げか

けていることがうかがえた。災害時により多くの影響を強いられる高齢者について、認知症を含む高齢者

の支援体制の早期構築が望まれる中、過去の研究をもとに現時点での課題から今後の支援対策を見出すこ

とが必要であると考えた。

1）災害に対する認識

　災害に関する認識について、多くの高齢者は避難および支援の必要性を認識していない5）6）7）8）。この

ことは、避難および支援の遅延となり、死傷者の増加および健康への影響が危惧される。したがって、認

識を高めるための計画および対策が早期に求められる。そこで、被災経験者は防災意識が高い結果を示し

ていた9）。このことから地域の自治会、町内会および高齢者施設における被災経験者の講演およびメディ

アや広報誌による情報提供が災害に対する避難および支援の必要性を理解することにつながるではないか

と考えた。また、被災経験者の講演および広報誌による情報提供は定期的もしくは一定間隔の期間で実施

を行い、災害に対する危機意識の継続保持が認識を高めることにつながると考えた。また、在宅における

介護を要する高齢者およびその家族において、避難および支援の必要性の認識低下が示されていた10）。こ

の結果は、介護を要する高齢者およびその家族が集団による避難生活に対する社会的影響を危惧した心理

的な背景があることを懸念しなければならない。このことから、避難所は、避難行動要支援者の把握、早

期の受け入れ体制および介護を想定した対応が可能な環境を整備することが望まれる。さらに、災害の種

別による認識では、土砂災害に対する認識が不足していた11）。地域防災マニュアルで災害種別ごとの対策

が示されているが、地震および風水害に対する訓練の実施回数およびメディアを含む情報提供の状況が地

震および風水害に対する強い印象を与えていることにより、災害準備期（平時）における防災訓練および

情報提供を行う中で、災害種別毎の訓練および情報提供による対応が必要である。地域では、自治会、町

内会および高齢者施設での現実的な被害を想定した防災訓練および活用可能な情報提供の回数を増加さ

せ、土砂災害を含む災害種別の意識向上に向けた活動計画が死傷者の減少および健康への影響を低減させ

る認識に結び付くと考えた。

２）災害に備えた環境

　災害に備えた環境について、高齢者を含む避難行動要支援者に対する避難所における支援体制の確立、

災害時の迅速な支援および定期的な訓練の必要性について述べていた12）13）14）。前項目である災害に関す

る認識と関連する項目として、災害に関する認識が高まれば、災害に対する備えの行動につながる。災害

に対する備えとして、要支援者への対応を行う人的資源、飲料、食料、生活用品、医療・介護用品の物的

資源および避難時の生活環境としての施設的資源が必要となる。被災時の人的資源の供給が困難を来すこ

とが予測される中、自立生活が可能な高齢者のセルフケア能力の向上が人的、物的および施設的資源の効

率的かつ効果的な確保につながるのではないかと考える。高齢者のセルフケア能力の向上により、支援に

必要な人的資源の削減、対象者に必要な物的資源の事前確保および施設規模の縮小、施設対応の負担減少

が期待される。また、前項目でも述べた自治会、町内会および高齢者施設での早期の支援体制の整備、防

災訓練および情報提供が災害に備えた環境を整える上で重要となる。また、災害準備期（平時）における

地域コミュニティのつながり（ソーシャル・キャピタル）は、災害時の自助および共助（互助）の支えと

なり、災害時の支援活動に結び付くことが示されていた15）。地域では、自治会および町内会で高齢者が母
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子および成人世代の人々と関わり、様々な世代を超えた交流事業を計画し、地域活動を行うことが望ま

れる。また、男性高齢者の交流の少なさについて示されていた15）。性別による特性が一因と考えられる。

このことは、地域の高齢者イベントで男性の参加が少ないことで推察できる。災害時の孤立を考えると、

災害準備期（平時）からの地域での男性高齢者の交流促進が災害時の避難および支援におけるセルフケ

ア能力の向上に影響することが考えられる。今後、男性高齢者の交流促進を、世代を超え、性別を超え

て地域で進めて行かなければならない。さらに、避難所設置時の被災の影響を考慮した地理的立地条件

について示されていた16）。これは、災害種別に避難所が設置されることはもちろんであるが、地理的な

条件として設置時点で設置可能な施設として選択されたことが予測される。しかし、実際の災害後の不

適切な環境は生活および支援に影響を及ぼす。定期的な避難所設置の見直しを行い、適した環境での避

難者の受け入れを行う必要がある。避難所は、二次災害を想定し、危険を予測した上で災害種別に、標

高や沿岸部の地理的条件および移動距離や移動手段を検討し、設置に結び付けなければならない。過去

の災害を教訓に様々な設置に関する検討を行い、可能な範囲で環境変化の少ない、安定した生活が送れ

る災害に備えた環境の整備を進めることが求められる。

３）認知症の症状

　認知症の症状について、災害による日常生活動作を含む高齢者の機能的評価が悪化すると示されてい

た17）。災害により生活環境は変化する。その環境の変化に影響を及ぼしやすいのは、高齢者および小児

で、特に高齢者の身体機能および精神機能は低下する。このことを念頭に、高齢者の身体機能および精

神機能の低下を防ぐ保健活動を計画実施することが必要になる。身体および精神機能の低下に対する早

期発見、機能低下に対する受診勧奨および予防行動を勧め、機能の回復および症状の安定化を図らなけ

ればならない。また、避難訓練時の認知症症状の確認およびプレトリアージ（事前選別）の重要性、な

らびに災害時の認知症症状の悪化および症状改善が見込まれることを示していた18）。高齢者施設におけ

る災害訓練の状況は、災害時の認知症症状の予測につながり、災害時の円滑な対応および対策の計画に

反映させることが重要である。その際、訓練開催毎に計画の見直しを行い、避難時の高齢者に対する円

滑な対応に結びつける。災害発生による環境の変化に、認知症症状は悪化するが、その後の回復が見込

まれる19）。そのため、症状の安定化を早期に図るため、個別対応および変化の少ない生活環境の提供が

望まれる。

４）災害時の行動

　災害時の行動について、災害時の身体活動は、季節により変化することが示されていた20）。深部静脈

血栓症（DVT）の発生も危惧されるため、季節に限らず、身体活動を促す体操やレクリエーション活動

を計画し、実施および継続していくことが必要となる。これらの活動を継続するために、地域のつなが

りを利用した交流環境の醸成が災害時の行動につながると考えられる。また、避難体制の整備が遅れて

いることが示されている21）22）。このことが、災害時の行動を混乱させる一因となることが考えられた。

自治体は予算の確保、施設的および人的資源の確保が容易ではない中、早期の避難体制の整備が望まれ

る。避難計画が確立されることにより、適切で円滑な災害時の行動が導かれることになる。
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５）生体の反応

　生体反応について、震災によるストレスは、血圧を上昇させることが示されていた23）。血圧を上昇させ

る因子は、他に複数存在する。塩分、睡眠、気温および精神状態の安定を図れる対応とともに、症状出現

時の受診勧奨、治療の継続および保健指導を実施しなければならない。また、津波による災害では、深部

静脈血栓症（DVT）の発症が示されていた24）。津波では屋外における活動が制限を受ける中、身体活動を

促すための健康教育およびレクリエーション活動を計画し、実施に結び付けることが必要である。

６）災害時のニーズ

　災害時のニーズについて、高齢者の状況把握、早期支援および予防行動の必要性が示されていた25）。過

去の災害を教訓に災害を想定したニーズを予測し、準備および計画を行う必要がある。しかし、過去の災

害とは一致しない地域および対象者の状況があることを念頭にニーズの把握に努めなければならない。過

去の災害をもとにニーズを把握し、効果的な対応ができるように調査および研究による情報共有を進めな

ければならない。

７）災害時の支援

　災害時の支援について、介護家族に対するセルフケア支援を推進するためのケアニーズの明確化および

セルフケア意識向上の必要性が示されていた26）。災害に関する認識の項目で述べた介護を要する高齢者の

家族は、避難および支援の必要性に対する認識は低いため、積極的な働きかけによる情報提供および資源

の活用を呼び掛ける必要性がある。避難訓練への参加が少ないことも介護を含めた家族の負担となってい

ることも否定はできない。このような状況から互助意識の推進とセルフケア能力の向上が支援体制の構築

に欠かせないものとなる。公助および共助による支援含め、地域では互助および自助の認識を高めること

で、介護家族への支援が介護を要する高齢者および介護家族を支えることにつながる。

　このような状況を把握し、どのようにすればこれらを増やして活用することができるようになるか考え

ることが必要である。

５．本研究の限界
　本研究では高齢者に対する災害支援の現状および対策について22件の論文より課題を抽出した。しか

し、既存22件の論文だけでは今後の災害対策につながる課題および必要とされる支援が十分に抽出され

た状況ではないため、今後も様々な施設および高齢者を対象としたデータを収集して分析を加えていく必

要があると考える。

６．おわりに
　本研究では、今後の災害に備えて、高齢者に対する課題を明確にし、対策を講じること目的に課題を抽

出し、対策を検討した。地域では災害時の対策として、避難行動要支援者リストを作成し、高齢者を含む

支援を要する人々の災害に備えた体制づくりに取り組んでいるが、実際の避難状況から受け入れ体制およ

び対応を含め、課題は多い。地域では、実際に災害が発生した時の対応に備え対策が講じられなければな

らない。今後の災害に備えて、高齢者に対する課題から対策を導くことが求められる。この研究により過

去の災害事例から認知症を有する者を含む高齢者に対する課題を捉え、対策を導く一助となれば幸いであ

る。
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